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第30回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連結計算書類の連結注記表

計算書類の個別注記表
（2020年１月１日から2020年12月31日まで）

株式会社青山財産ネットワークス

法令及び当社定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
に掲載することにより、ご提供しているものであります。

当社ウェブサイト　http://www.azn.co.jp/

表紙
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
⑴　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　　　９社
・連結子会社の名称　　　　　　　　株式会社青山綜合エステート

株式会社青山財産インベストメンツ
株式会社日本資産総研
Aoyama Wealth Management Pte.Ltd.
Aoyama Zaisan Networks USA,Inc.
PT Aoyama Zaisan Networks INDONESIA
株式会社青山財産ネットワークス九州
日東不動産株式会社
株式会社青山フィナンシャルサービス

当連結会計年度において、連結子会社である株式会社日本資産総研が日東不動産株式会社の全株
式を取得したため、連結の範囲に含めております。

また、株式会社青山フィナンシャルサービスについては、当連結会計年度において新たに設立し
たため、連結の範囲に含めております。

②　非連結子会社の状況
・非連結子会社の名称

　株式会社青山インベストメント・パートナーズ１号

・連結の範囲から除いた理由
株式会社青山インベストメント・パートナーズ１号は、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等が、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、
連結の範囲から除外しております。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法適用の関連会社数

・持分法適用の数　　　　　　　　　１社
・持分法適用会社の名称　　　　　　株式会社事業承継ナビゲーター

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称
　　株式会社青山インベストメント・パートナーズ１号
　　新生青山パートナーズ株式会社

・持分法の適用の範囲から除いた理由
持分法を適用していない非連結子会社（株式会社青山インベストメント・パートナーズ１号）及び

関連会社（新生青山パートナーズ株式会社）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持
分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、か
つ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　全ての連結子会社の事業年度末日は、連結決算日と同じであります。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法
   関係会社株式　　　　　　　　移動平均法による原価法
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有価証券
(イ)その他有価証券
・時価のあるもの　　　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法

(ロ)投資事業有限責任組合に
類する出資の会計処理

当社の子会社又は関連会社が組合事業を推進し従事する営業者とな
っている投資事業有限責任組合・匿名組合・任意組合への出資に係
る損益は営業損益に計上し、当社の子会社又は関連会社が組合事業
の営業者となっていない投資事業有限責任組合・匿名組合・任意組
合への出資に係る損益は営業外損益に計上するとともに投資有価証
券に加減しております。

たな卸資産
(イ)販売用不動産　　　　　　　　　個別法による原価法

なお、連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定しております。

(ロ)その他のたな卸資産　　　　　　移動平均法による原価法
なお、連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
(イ)有形固定資産　　　　　　　　　定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除
く。）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構
築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　８年～47年

(ロ)無形固定資産　　　　　　　　　定額法によっております。
なお、ソフトウエア（自社利用）については、社内における見込利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③　重要な引当金の計上基準
　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討して回収不能見込額を計上しております。

④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘
定に含めて計上しております。

⑤　その他の連結計算書類の作成のための重要な事項
(イ)消費税等の会計処理　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、控除

対象外消費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用として処理
しております。

(ロ)のれんの償却に関する事項　　 のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っており
ます。
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(ハ)・連結納税制度の適用　　　　　　連結納税制度を適用しております。

・連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８

号)において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単
体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行
に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号  2020年３月31日）第３項の
取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号  2018
年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の
税法の規定に基づいております。

２．連結貸借対照表に関する注記
⑴ 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産
建物及び構築物 2,276,901千円
土地 194,260千円
　　 計 2,471,162千円

② 担保に係る債務
1年内返済予定の長期借入金 222,550千円
長期借入金 2,390,537千円
　　 計 2,613,087千円

⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 367,110千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
の株式数

普 通 株 式 12,114,100株 28,300株 －株 12,142,400株
(注)新株予約権の行使による増加であります。

⑵　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
の株式数

普 通 株 式 124株 －株 －株 124株

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等
(イ)2020年２月４日開催取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 399,761千円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 33円
・基準日 2019年12月31日
・効力発生日 2020年 ３ 月30日
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(ロ)2020年８月４日開催取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 242,845千円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 20円
・基準日 2020年 ６ 月30日
・効力発生日 2020年 ８ 月24日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　2021年２月９日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 400,695千円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 33円
・基準日
・効力発生日

2020年12月31日
2021年 ３ 月29日

⑷　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数

・普通株式 121,000株

４．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、必要な資金を主に銀行借入や社債発行により調達し、一時的な余資は主に預金を中
心に安全性の高い金融資産で運用し、デリバティブ等投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、相手先ご
との期日管理及び残高管理を行っており、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っ
ております。
　投資有価証券は、株式及び投資事業組合への出資等であり、市場価格の変動リスク等に晒されており
ます。当該リスクに関しては、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。
　営業債務である買掛金は、主としてコンサルティング収益に対応する外注費及び紹介手数料であり、
そのほとんどが1年以内の支払期日であります。
　借入金及び社債は主に運転資金に必要な資金の調達であり、変動金利の借入金は金利の変動リスクが
あります。
　長期預り敷金保証金は、当社グループでマスターリースをしている不動産物件に係る預り敷金保証金
であります。当該不動産物件は「不動産共同所有システム」により組成された任意組合所有の物件等で
あります。
　営業債務、借入金、社債、長期預り敷金保証金は資金調達に係る流動性リスクに晒されております
が、月次に資金繰り計画を作成するなどの方法により管理しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件
等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2020年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含めておりません。

（単位：千円)
連結貸借対照表

計 上 額 時価 差額

⑴現金及び預金 9,428,038 9,428,038 －

⑵売掛金（※） 521,336 521,336 －

⑶未収還付法人税等 40,281 40,281 －

⑷投資有価証券 699,820 699,820 －

⑸買掛金 139,105 139,105 －

⑹未払法人税等 39,575 39,575 －

⑺短期借入金 100,000 100,000 －
⑻社債（1年内償還予定の社債含

む） 846,000 846,416 416

⑼長期借入金（1年内返済予定の長
期借入金含む） 5,224,892 5,220,436 △4,456

⑽長期預り敷金保証金 1,397,871 1,364,421 △33,450
（※）売掛金にかかる貸倒引当金計上額を控除しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
⑴現金及び預金　⑵売掛金　⑶未収還付法人税等

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
⑷投資有価証券

　投資有価証券の時価については、取引所等の価格によっております。
⑸買掛金　⑹未払法人税等　⑺短期借入金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
⑻社債（1年内償還予定の社債含む）

　社債の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の社債を発行した場合に想定される利率で
割り引いた現在価値により算定しております。

⑼長期借入金（1年内返済予定の長期借入金含む）
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率
で割り引いた現在価値により算定しております。

⑽長期預り敷金保証金
　長期預り敷金保証金の時価については、主に対象物件を所有する不動産特定共同事業法により組成
された任意組合の解散時期に対象物件が任意組合から売却される際に当社グループの預り敷金保証金
を物件の売却先に引き継ぐことが想定されることから、任意組合の解散見込み時期までにわたって信
用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定する方法によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：千円)

投資有価証券
非上場株式及び投資事業組合出資金等(※１)

454,671

関係会社株式
非上場株式(※２)

32,472

(※１)非上場株式及び投資事業組合出資金等は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見
積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「⑷投資有価証券」
には含めておりません。

(※２)関係会社株式については非上場株式のため、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困
難と認められるため、上記表には含めておりません。
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（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額
(単位：千円)

１年以内

現金及び預金 9,428,038

売掛金 521,733

（注４）社債、長期借入金の連結決算日後の返済予定額
(単位：千円)

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

社　債

長期借入金

434,000

1,021,295

232,000

898,390

150,000

790,170

30,000

602,750

－

246,950

－

1,665,337

合　計 1,455,295 1,130,390 940,170 632,750 246,950 1,665,337

５．賃貸等不動産に関する注記
⑴  賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社は、静岡県において、賃貸用の高齢者施設（土地を含む。）を有しております。

⑵  賃貸等不動産の時価に関する事項
連結貸借対照表計上額

当連結会計年度末
の時価当連結会計年度

期首残高
当連結会計年度

減少額
当連結会計年度末

残高

2,571,201千円 100,038千円 2,471,162千円 3,430,000千円
（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２）当連結会計年度の減少額は減価償却費であります。
（注３）当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による評価に基づく金額であります。

６．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たりの純資産額 524円78銭
⑵　１株当たりの当期純利益 66円02銭

７．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項
⑴　資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
(イ)子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法

(ロ)その他有価証券
・時価のあるもの　　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

(ハ)投資事業有限責任組合
　　に類する出資の会計処理

当社の子会社又は関連会社が組合事業を推進し従事する営業者とな
っている投資事業有限責任組合・匿名組合・任意組合への出資に係
る損益は営業損益に計上するとともに投資有価証券に加減し、当社
の子会社又は関連会社が組合の営業者となっていない投資事業有限
責任組合・匿名組合・任意組合への出資に係る損益は営業外損益に
計上するとともに投資有価証券に加減しております。

②　たな卸資産
(イ)販売用不動産　　　　　　　　　個別法による原価法

なお、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定しております。

(ロ)その他のたな卸資産　　　　　　移動平均法による原価法
なお、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定しております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産　　　　　　　　　　定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築
物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下の通りであります。
建物　　　　　　　８年～47年
工具器具備品　　　５年～15年

②　無形固定資産　　　　　　　　　　定額法によっております。
なお、ソフトウエア（自社利用）については、社内における見込利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

⑶　引当金の計上基準
貸倒引当金　　　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討して、回収不能見込額を計上しております。

⑷　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。

⑸　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
①　消費税等の会計処理　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、控除

対象外消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理して
おります。
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②・連結納税制度の適用　　　　　　　連結納税制度を適用しております。

　・連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設されたグループ

通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目に
ついては、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」
（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税
金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。

２．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産
建物 2,276,901千円
土地 194,260千円
　　 計 2,471,162千円

② 担保に係る債務
1年内返済予定の長期借入金 222,550千円
長期借入金 2,390,537千円
　　 計 2,613,087千円

⑵　関係会社に対する金銭債権、債務は次の通りであります。
①　短期金銭債権(関係会社短期貸付金を除く） 160,078千円
②　短期金銭債務(関係会社短期借入金を除く） 193,277千円

⑶　取締役及び監査役に対する金銭債務は次の通りであります。
短期金銭債務 448千円

⑷　有形固定資産の減価償却累計額 291,756千円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高

売上高 44,991千円
仕入高 173,708千円

営業取引以外の取引高 441,737千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
　　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度
期首の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
の株式数

普 通 株 式 124株 －株 －株 124株
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５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 （千円）
貸倒引当金 15,839
未払賞与 69,302
法定福利費 9,174
販売用不動産評価損 28,462
投資有価証券評価損 14,873
ゴルフ会員権評価損 5,974
投資有価証券 224,372
長期未払金 13,020
資産除去債務 8,652
その他 26,525
小計 416,197
評価性引当額 △69,692

繰延税金資産合計 346,505
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △73,698
繰延税金負債合計 △73,698
繰延税金資産の純額 272,806
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６．関連当事者との取引に関する注記

属性 会社等
の名称

議決権所有
（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社
株式会社青
山綜合エス
テート

所有
直接 100

資金の借入
役員の兼任

資金の返済
（注１） 400,000 関係会社

短期借入金 －

利息の支払
（注１） 2,449 － －

子会社 株式会社日
本資産総研

所有
直接 100

資金の借入
役員の兼任

資金の返済
（注１） 200,000 関係会社

短期借入金 －

利息の支払
（注１） 1,306 － －

子会社
Aoyama 
Z a i s a n  
Networks
 USA,Inc.

所有
直接 100

資金の貸付
資金の借入
役員の兼任

資金の返済
（注１,２） 216,300 関係会社

短期貸付金 －

利息の受取
（注１,２） 2,131 － －

資金の借入
（注１,２） 215,480 関係会社

短期借入金 207,000

利息の支払
（注１,２） 2,109 未払費用 2,109

子会社

PT
A o y a m a  
Z a i s a n  
Networks 
INDONES
IA

所有
直接 99.75
間接   0.25

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
（注１,２） 286,370

関係会社
短期貸付金 255,592

資金の返済
（注１,２） 272,293

利息の受取
（注１,２） 14,662 未収収益 3,445

役員 蓮見 正純 （被所有）
直接 10.18

当社代表
取締役社長

新株予約権の
付与（注３） 10,704 新株予約権 24,874

役員 松浦 健 （被所有）
直接 0.33 当社取締役 新株予約権の

行使（注４） 10,147 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）金利については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
（注２）上記金額のうち、取引金額には為替差損益が含まれておらず、期末残高には為替差損益が含まれてお

ります。
（注３）新株予約権の付与取引は、2019年２月５日に決議発行された第５回新株予約権の権利付与によるも

のであります。
（注４）2017年２月７日に決議発行された第４回新株予約権の当事業年度における権利行使を記載しており

ます。なお、「取引金額」欄は、当事業年度における新株予約権の権利行使による付与株式数に払込
金額を乗じた金額を記載しております。
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７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 493円38銭
⑵　１株当たり当期純利益 71円91銭

８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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